
平成２５年度 益田市社会福祉協議会 事業計画

【基本方針】

少子・高齢化の進行や働き方などの生活様式の変化に伴い、地域社会や家庭

の様相は大きく変容し、さらに、経済情勢や雇用環境の厳しさの長期化も相ま

って、孤立死や自死、ひきこもりなどの社会的孤立や経済的困窮・低所得等の

生活困窮問題、虐待や悪徳商法などの権利侵害の問題など、地域における「生

活・福祉課題」は深刻化し、広がっています。

一方、東日本大震災により、改めて人と人との絆の重要性、そして地域の福

祉力が見直されています。

こうした中、社協は地域福祉の推進を担う中核団体として、これらの諸課題

の解決に的確かつ柔軟に取り組むことにより 「一人ひとりの尊厳が重んじら、

れ、誰もが互いに支え合って、心豊かに暮らすことがでくるまちづくり」を実

現していくことが求められています。

そのため、福祉、保健、医療、教育等の関係機関・団体との一層の連携・協

働のもとに、行政計画である「地域福祉計画」と一体的に策定した民間の活動

計画である「地域福祉活動計画」の第２次計画の策定に取り組み、福祉のまち

づくりのため地域福祉をより一層進めます。

【重点目標】

１，社協基盤の強化推進

地各種の社協事業を効果的に推進するため 理事会・評議員会 また４部会(、 、

域福祉部会、介護保険等事業部会、総務企画部会、財政部会)での協議を

法人組織体制の強化と福祉事業の推進を図ります。進め、

市補助金、介護報酬単価等厳しくなる中、組織体制と財政基盤の安定に向け

た検討に取り組みます。

２，指定管理者制度への対応

美都・匹見地域高齢者福祉施設、匹見保育所、４児童館の平成２４年度から

５カ年の指定管理を受け、各施設・事業が安定的に運営できるよう努めます。

特に、介護保険制度の一部改正に適応した収益改善に努めます。

３，福祉のまちづくりの推進

市と社協の協働で一体的に策定した益田市地域福祉計画及び地域福祉活動計

画の第２次計画( ～ )の策定に取り組み、行政とのパートナーシップによH25 29
る地域福祉施策の充実に努めます。

引き続き、しまね流自治会区福祉活動推進事業に取り組み、モデル自治会を

指定し支え合いマップづくりを通してネットワークの強化と地域の福祉力の向

上に努めます。



特に、地域に出向いていくこと(アウトリーチ)を徹底し、生活課題の発見と

問題解決に向けた事業展開と支援のネットワークづくりに取り組みます。

４，ボランティア・市民活動の推進

誰もがボランティア活動に参加できるまちづくりを推進するため、ボランテ

ィアセンター機能の充実を図り、活動のきっかけづくり、人材の養成・研修、

相談・支援、情報提供などの事業を推進します。

また、行政やたすけあい活動、ボランティア連絡会、 連絡会、企業なNPO
ど幅広い分野と連携をしながら、ボランティア活動の推進と啓発を図ります。

５，福祉教育、及び啓発・交流の推進

共生社会の実現をめざして、家庭・学校・地域での福祉教育の推進、啓発・

交流の機会をつくるとともに、地域福祉活動の活性化を図ります。

サマーボランティアスクール、出前による手話学習会等の開催、そして福祉

教育指定校の市内全校への拡大等により、社会連帯意識や実践する態度を身に

つけられるよう事業を推進します。

参加と協働により地域の福祉力を高めるきっかけづくりとしての「福祉出前

講座」及び、県社協委託事業の新ふるさと福祉学習推進事業を活用してのしま

ね流自治会区福祉活動推進事業を継続実施し、地域での福祉教育を進めます。

６，総合的な相談・支援体制の整備

、 、生活困窮・社会的孤立など 新たな生活・福祉課題が増加・深刻化しており

「 」 、県社協の示したしまね流 社協・生活支援活動強化方針 実践プランを踏まえ

あらゆる生活・福祉課題への対応に努めます。

また、必要な時に、適切に情報を得ることができるように、様々な方法で情

報提供を行います。

相談・資金貸付、法人後見、市民後見人養成など、総合的な生活支援を実施

する体制整備を協議・検討します。

なお、平成２５年度より日常生活自立支援事業は各市町実施となり、基幹社

協は廃止となります。

７，在宅・施設サービスの推進

住民の自立した生活を支えるために、必要なサービスが必要な時に利用でき

るよう事業運営に努めます。提供にあたっては、人権尊重を基底とし、質の高

いサービスの提供を推進します。

施設においても、地域との緊密な連携のもと、効率的効果的な経営管理に努

めます。また、人権尊重を基底に事故防止・虐待防止に努め、その人らしい生

活が送れるよう支援し、入所者の立場に立った施設経営に努めます。

介護保険法の改正に対応するため、加算取得や利用促進に努め介護報酬増に

努めます。



８，役職員研修の充実

役員や職員の資質向上を図るため、内外の研修会等に積極的に参加し、学習

の機会の拡大を図るとともに、自己研修の奨励を進めます。

また、人権尊重・法令遵守の視点から、人権研修会、接遇研修会等参加・開

催し、人権意識、法令遵守意識の徹底を図ります。

【事業実施項目】

１，社協基盤の強化推進

① 理事会等の機能充実

② 地域福祉部会、介護保険等事業部会、総務企画部会、財政部会の開催、

充実

③ 事業経営の健全化推進

④ 会員制度の拡充と組織の強化

⑤ 社協財源の確保

新⑥ ホームページ・社協だより等広報機能の強化

⑦ ホームページ・社協だより等による参加・啓発推進

⑧ 役職員等資質向上のための研修実施

⑨ 地区社協活動の協力と支援

⑩ 地区社協事務局強化の支援

⑪ 地区社協補助員の研修実施

２，指定管理者制度への対応

① 介護保険等事業部会の開催

② 事業所・施設経営の改善等

３，福祉のまちづくりの推進

(１)ふれあいのまちづくり事業の推進

① 第２次地域福祉活動計画策定( ～ )の策定新 H25 29
② 地域福祉部会の開催

③ 先駆的・モデル的事業への助成拡充

④ 法律相談の毎月開催

⑤ 小地域ネットワーク活動の充実支援

⑥ 小地域ネットワーク活動研修会の実施

⑦ 友愛メールによる見守り活動実施

⑧ しまね流自治会区福祉活動推進事業の実施

⑨ 小地域ネットワーク活動モデル自治会の指定

⑩ ふれあい福祉相談事業の推進

⑪ ふれあい給食の推進支援

新⑫ 寄り添い型個別支援である訪問員配置モデル事業の実施検討



(２)高齢者、心身障がい児（者）福祉事業の推進

① 友愛訪問活動と高齢者生きがいづくりの支援

② 独居老人等支援事業推進

③ 老人、障がい者福祉施設・団体等との連携と支援

④ 高齢者世話付住宅（ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｼﾞﾝｸﾞ）生活支援員派遣事業の推進

⑤ 障がい児（者）援護事業の推進

⑥ 福祉マイクロバス運行事業の推進

⑦ 老人福祉センター事業の推進

⑧ ふれあい・いきいきサロンづくりの促進と交流会の開催

⑨ ふれあい・いきいきサロン活動及び交流会への助成

⑩ 匹見お買い物宅配サービス事業の継続実施

⑪ 益田市障害者施設連絡協議会への参加と連携

(３)児童福祉対策事業の推進と母子等の組織支援

① 児童福祉活動の育成と児童福祉施設への支援

② 児童館・保育所の経営管理

③ 青少年の健全育成活動の支援

④ 母子会と父子会の支援

⑤ 母子福祉センター事業の推進

⑥ 子育てサロンの拡充とネットワーク会議の開催

⑦ 子育てサロン活動への助成

(４)共同募金活動、日赤事業活動への協力

(５)福祉啓発及び普及事業の促進

(６)各種福祉団体の活動支援

(７)社会福祉大会の開催

(８)戦没者追悼式(地区)の開催

(９)総合福祉センター第４次改修(調理実習室等)

４，ボランティア・市民活動の推進

① ボランティア啓発、広報活動の推進

② ボランティア保険の加入助成

③ 各種民間助成等の情報提供

④ ボランティアグループの育成

⑤ ボランティア連絡会、 法人連絡会の活動支援NPO
⑥ ボランティア登録、斡旋活動の推進

⑦ ニーズに対応したサービスの事業化

⑧ 地域、行政、活動団体・推進団体等との連携強化

新⑨ 災害ボランティアセンターマニュアルの実効性の向上と見直し検討

５，福祉教育、及び啓発・交流の推進



① 小・中・高校生の福祉体験学習の推進と支援

② 福祉教育協力校の支援

③ 福祉教育協力校連絡会の開催

④ サマーボランティアスクールの開催

⑤ 出前による手話学習会の開催

⑥ 福祉出前講座の実施による啓発・交流の推進

⑦ 新ふるさと福祉学習推進事業の実施

⑧ ホームページ等への積極的な掲載など広報機能の強化

６，総合的な相談・支援体制の整備

① 生活福祉資金の貸付と世帯更生指導

② 無利子生活資金（民生融金）の貸付と自立の支援

③ 民生児童委員及び関係機関・団体等との連携強化

④ 緊急非常災害見舞いと支援

⑤ 日常生活自立支援事業の推進

⑥ 生活支援員の研修充実と関係機関との協働充実

⑦ 社協による法人後見の取り組み

⑧ 生活福祉資金相談員の配置

⑨ ふれあい福祉相談弁護士相談の毎月実施

⑩ 市民後見人養成への協力

新⑪ 権利擁護センター(仮称：あんしん生活支援センター)設置の検討委員会

設置

７，在宅・施設サービスの推進

(１)在宅サービス

① 介護保険法改正への対応

② 地域包括支援センターの運営

③ 介護保険事業（訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、居宅介護支援）の

利用者拡大等の運営強化

④ 介護予防事業の実施

⑤ 介護機器の整備と貸出

⑥ 障害者総合支援法による訪問介護事業の実施

⑦ 移送事業の実施

⑧ 配食事業の実施・拡大

⑨ 業務の点検と改善

(２)施設サービス

① 介護保険法改正への対応

② 特別養護老人ホームの経営管理の強化

③ 短期入所生活介護事業の経営管理の強化

④ 生活管理指導短期宿泊の経営管理の強化



⑤ 高齢者生活福祉センターの経営管理の強化

⑥ 養護老人ホームの経営管理の強化

⑦ 障害者総合支援法による施設福祉サービスの経営管理の強化

⑧ 施設･設備の地域活用

⑨ 業務の点検と改善

８，役職員研修の充実

① 内部研修の実施と参加

② 外部研修への積極的参加

③ 職員全員への接遇研修の実施

④ 人権研修会、法令遵守研修会の開催・参加

⑤ 自己研修の奨励


